
はしがき

　平成 25 年 9 月 30 日に公布された「エネルギーの使用の合理化に関する建築主等及び特定建築

物の所有者の判断の基準」（平成 25 年経済産業省・国土交通省告示第 1 号 平成 25 年経済産業省・

国土交通省告示第 7 号一部改正。）においては、非住宅建築物の「外壁、窓等を通しての熱の損

失の防止に関する基準」において指標となっている「屋内周囲空間の年間熱負荷を各階の屋内周

囲空間の床面積の合計で除して得た数値」に関する規定が改められた。改正前の基準及び指標の

基本的な考え方は踏襲しつつ、地域区分や材料物性値の「一次エネルギー消費量に関する基準」

との統一、「規模補正係数」の廃止、「取入外気」による潜熱負荷の算入の諸点を中心に改正がな

された。本資料は、改正内容に準拠して新たに開発された「屋内周囲空間の年間熱負荷を各階の

屋内周囲空間の床面積の合計で除して得た数値」を算定するためのプログラムについて解説する

ものである。

　プログラムの開発に当たっては、国土交通省国土技術政策総合研究所及び独立行政法人建築研

究所と一般社団法人日本サステナブル建築協会による調査活動との連携による成果、及び独立行

政法人建築研究所と国土交通省建築基準整備促進事業の事業主体との共同研究の成果が活かされ

ているほか、様々な機会を通じて得られた多くの学識経験者、民間技術者の方々からの貴重な意

見が反映されたものとなっている。ここに記して深甚なる謝意を表したい。
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　なお、国土交通省国土技術政策総合研究所と独立行政法人建築研究所は、本資料を参考にして

計算したプログラムの結果に関し、何らの保証責任及び賠償責任を負うものではない。








